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要 旨 

 
2016 年熊本地震に関して，地震・地殻変動観測や変動地形学的調査に加え，

強震動，土砂災害，災害情報，災害過程，災害医療などの総合的調査を実施

した。熊本地震は，布田川・日奈久断層帯の右横ずれ運動によって発生した

が，走向・傾斜などの断層形状が異なる複数の断層面が活動したと考えられ

る。被害の大きさと余震の加速度振幅の空間分布には強い相関が認められた。

地すべりについては，せん断時に発生する過剰間隙水圧が発生要因の一つで

あることを明らかにした。熊本地震災害は，都市型災害と中山間地域の災害

が同時に発生した広域複合災害であることを示し，エコノミークラス症候群

などの災害医療も含め，それらの教訓と対策を考察した。 

 

キーワード：熊本地震，布田川断層帯，日奈久断層帯，活断層，強震動，  
地すべり，広域複合災害，エコノミークラス症候群  
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はじめに

2016 年 4 月 14 日，熊本県熊本地方でマグ

ニチュード 6.5 の地震が発生した。この地震

により，熊本県益城町で最大震度７を観測し，

大きな被害をもたらした。さらに，16 日には

M7.3 の地震が発生し，建物の倒壊，土砂災害

により 40 人以上の生命が失われた。この２つ

の地震は，それぞれ南北方向，北西―南東方

向に張力軸を持つ横ずれ断層型で，この地域

を北東—南西方向に走る布田川断層帯と日奈

久断層帯が活動したものと考えられる。今回

の地震災害は，最初の M6.5 の地震で傷んだ

家屋が，それに続いて発生した M7.3 の地震

で倒壊した可能性も大きく，内陸地震の続発

という現象は学術的に見て重要な現象である

と同時に，今後発生する内陸地震による災害

の軽減に，学術的に貢献できる重要な知見が

もたらされると思われる。  
本研究では，今後の活断層評価や防災対策

に資することを目的として，陸上臨時地震観

測等による余震活動・地殻構造調査， GNSS
及び変動地形学的手法を用いた地殻変動調査，

阿蘇山における地震・火山活動の変化と大き

な地震の発生に伴う火山活動への影響調査，

災害調査・強震観測による強震動発生特性調

査，土砂災害及び地すべり発生機構調査，社

会素因による被災救援，地域社会に係る影響

調査，深部静脈血栓症（エコノミークラス症

候群）の発生状況と医療活動の調査を実施し

た。これらの調査研究は 2016 年 8 月現在も継

続中であるが，ここではこれまでに得られて

いる研究成果を報告する。  

陸 上 臨 時 地 震 観 測 等 に よ る 余 震 活

動・地殻構造調査

はじめに

2016 年熊本地震は 4 月 14 日 M6.5（最大震

度７）からはじまり，最大地震 4 月 16 日の

M7.3（最大震度 7），さらに多くの規模の大き

な地震が発生した。この地域は，従来から微

小地震活動が活発な地域であると同時に，活

断層として布田川―日奈久断層帯が中央部に

位置する地域である。この地域では一連の地

震発生前に大学，防災科研，気象庁による定

常的な地震観測網のほかに約 40 点の臨時観

測点が展開されていた。地震発生後，大学お

よび産総研，防災科研などが協力し，熊本か

ら大分にかけての広範囲に稠密臨時地震観測

点を展開し，現在（ 2016 年 7 月時点）も継続

中である。この臨時地震観測ではオンライン

観測点９点およびオフライン観測点 59 点が

展開されている。さらに，日奈久断層帯の北

部から日奈久断層帯・布田川断層帯の接合部

を経て阿蘇山北側に至る約 65km の区間にお

いては稠密地震観測を行った。 また，地震活

動と比抵抗構造との特徴を従来のデータをコ

ンパイルすることによって把握する。  
 

震源分布の特徴

 
臨時地震観測網による観測データから震源

分布の特徴が得られた（九州大学・ほか，2016）。
収録されている地震波形から手動検測によっ

て決定された震央分布を図１に示す。震源は

Saiga et al。  (2010)による３次元速度構造を

用いて，Double Difference 法によって決定さ

れた。図中の震央は地震前（ 1996 年～） [期
間１ ]，4 月 14 日 M6.5 以降～ 4 月 16 日 M7.3
前 [期間 2]，それ以降 [期間 3]に区分している。

また，M5 以上の震央は星印で示している。

発震機構については初動極性によるものと，

気象庁による CMT 解を示している。図中に

は活断層の地表トレースもプロットしている。 
この地域の通常発生している地震活動は図

1 の分布から見て取れるように，断層および

その周辺の広範囲に分布している。このうち

1999 年から 2000 年においては日奈久断層沿

いに最大マグニチュード５の地震が発生して

いる。M6.5 の地震はこの震源域よりやや西に

位置し，発生後は日奈久断層のトレースより

やや西側で震央が分布していることがわかる

（期間２の震央分布）。M7.3 発生後は日奈久

断層，布田川断層沿いだけではなく広範に活

発な地震活動が起こっている。発震機構解を

見ると，M6.5 の初動解は東落ちの高角な横ず

れ断層である。走向は日奈久断層のよりやや

時計周りに回転している。一方，CMT 解はほ

ぼ日奈久断層走向と一致している。また，

M7.3 についてはその走向が初動解と CMT 解

でかなり異なることがわかる。このように，

熊本地震は複雑な断層形状を持つ活動である

ことが明らかになった。布田川断層，日奈久

断層にそれぞれ直交する断面における震源分
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布を見ると，布田川断層近傍は多くのクラス

ターが見られ，明瞭な断層面が震源からは見

られない。  
一方，日奈久断層に対応する断面において

は比較的明瞭な断層面と考えられる震源分布

が見られる。特に，布田川断層との接合部付

近は高角の断層面が複数確認できる。熊本地

震の活動だけでなく，従来の活動においても

異なった断層面を認識することができる。こ

のように，日奈久断層周辺においては断層が

複数存在する特徴が見られる。  
 

熊本地震の発生場
 
この地域においては地震以前の発震機構解

を用いて応力テンソルインバージョン解析が

なされている。九州全体においては南北もし

くは北北西―南南東の方向を向く主張力軸が

大きな特徴として挙げられる。熊本地震の発

震機構解もこの特徴を持っている。応力比の

解析から，別府―島原地溝帯および震源域に

おいては最大主圧縮応力と中間主応力が近い

値を取ることが明らかになっている。これは，

地震発生メカニズムとして横ずれ断層，正断

層のどちらでも起こりうる応力場であること

を示している。この応力場の状態が横ずれ断

層や正断層成分を持つ地震が混在し，複雑な

活動様式を示す 2016 年熊本地震に影響して

いると考えられる。  

稠密地震観測
 
稠密地震観測測線は，日奈久断層帯の北部

から日奈久断層帯・布田川断層帯の接合部を

経て阿蘇山北側に至る約 65km の区間に設定

し，観測点を 250m-500m 間隔で 225 箇所に設

置した。また，測線周辺の 25 箇所にも面的に

配置した。観測は，2016 年 4 月 30 日～5 月

29 日まで実施し，各観測点では，固有周波数

4。5 Hz の地震計によって上下動及び水平動

の 3 成分観測を行った。収録は，Geospace 社

製の独立型レコーダである GSX-3 を用い，サ

ンプリング周波数は，測線上の 225 観測点で

は 500Hz，測線周辺の 25 観測点では 250Hz
に設定して連続収録を行なった。  

気象庁一元化震源リストによると，観測期

間 中 に 余 震 域 を 含 む 研 究 対 象 地 域 （ 緯 度

32.6°-33.2°N：経度 130.5°-131.3°E）では Mj1.0
以上の地震の震源が 920 個決定されている。  

 
稠密余震観測で得た連続記録から，これら地

震の震源時刻に従って，イベント毎へのデー

タ編集を実施した。観測波形の一例を図２に

示す。得られた記録は良好で，初動が明瞭に

観測されている。  
 

比抵抗構造
 
従来までに別府－熊本にかけて行われてい

る，比抵抗構造調査のデータを総合的に解析

し，比抵抗構造を得た（Aizawa et al.,   2016）。
247 点での広帯域 MT 観測（ 0.005-3000 秒）

のデータを解析からの結果を図 3 に示す。こ

れによると，2016 年熊本地震は低比抵抗と高

比抵抗の境界部分に発生する結果が得られた。

これに対して，低比抵抗の領域においては地

震活動が極めて低いことが明らかになった。

これらのことから，今回の地震は局所的な応

力蓄積と低比抵抗領域からの流体供給によっ

て発生したと考えられる。これらは，他の内

陸地震発生域で得られてきた知見と整合的で

ある。  
    

 

図 1  再決定された震源分布  
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図 3  広帯域 MT 観測データから得られた比抵抗構造分布
 
 

3. GNSS および変動地形学的手法を用い

た地殻変動調査 

 

3.1 GNSS による地殻変動観測 
  

2016 年４月 14 日に M6.5 の地震が熊本地

方に発生し，震度７を記録した。翌４月 15
日午後に余効変動を観測する目的で GNSS
連観測点を１点設置した。4 月 16 日未明に

M7.3 の熊本地震が発生し，それとともに大

分地方でも地震活動が活発化した。そのた

め， 8 大学が共同し，余効変動と大分地方

での地震活動と地殻変動の観測を目的とし

て GNSS 連続観測点をさらに 20 点設置し，

観測を継続している。本震発生後  4 月 17
日から設置を開始し， 4 月 28 日に 21 点目

の設置を終え，観測を開始した。 GNSS の

データは数ヶ月に一度現地に行き，回収し，

鹿児島大学に送られている。鹿児島大学で

は，国土地理院から GEONET のデータを，

気象庁から常時観測されている火山に設置

された GNSS データの提供を受け，さらに，

地震発生前より九州大学，京都大学，鹿児

島大学で行っていた GNSS 共同観測のデー

タとあわせて，解析を行っている。図 4 に

解析を行っている観測点を本研究で設置し

た 21 観測点とともに示す。  
解析は Bernese GNSS Software V5． 2

を使用し， CODE 精密暦， CODE 地球回転

パラメタを用い，各観測点の座標値を１日

ご と に 推 定 し て い る 。 大 気 伝 播 遅 延 量 は

VMF1 マッピング関数を用いて２時間ごと

に，その勾配は１日ごとに推定している。

解析された観測点の時系列を図 5 に示す。

余効変動が観測されていることがわかる。

しかし，その変動には観測点により違いが

図 2  観測波形例（上下動成分） (震源時：
2016/5/5 3:17:10.23， Lati tude:  33.0335 °N  
Longi tude:  131.1548 °E  8.8  km deep,   MJ M A 
=3.4)。横軸は震央距離，縦軸の時間は原点が
震源時に対応する。振幅はトレースごとに最
大振幅値で規格化して示してある。波形記録
にはフィルター処理を施していない。  
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見られ，地震断層北西の観測点では，大き

な余効変動は地震後半月ほど継続し，その

間最大で約 1cm の変動量であったのに対し，

南東側の観測点は， 1 月半後もまだ余効変

動は継続しており，その量は最大で約 6cm
である。つまり，断層をはさんで余効変動

の変位が対象になっていないことを意味し，

横ずれ断層のアフタースリップのみで説明

するのは難しいと考えられる。  
 

 
 

本調査研究は，以下のメンバーによって実

施された：中尾茂 1，松島健 2，田部井隆雄
3，大久保慎人 3，山品匡史 3，大倉敬宏 4，

西村卓也 5，澁谷拓郎 5，寺石眞弘 5，伊藤

武男 6，鷺谷威 7，松廣健二郎 6，加藤照之
8，福田淳一 8，渡邉篤志 8，三浦哲 9，太田

雄策 9，出町知嗣 9，高橋浩晃 1 0，大園真子
1 0，山口照寛 1 0，岡田和見 1 0（ 1. 鹿児島大

学，2. 九州大学，3. 高知大学，4．京都大

学，5. 京都大学防災研究所，6. 名古屋大

学，7. 名古屋大学減災連携研究センター，

8. 東京大学地震研究所，9. 東北大学，10 

北海道大学）  

 
 

3.2  熊 本 地震に 伴 う地表 地 震断層 の

トレースと変位量分布 

 
大学合同地震断層調査グループは， 2016

年４月 14 日 Mj=6.5 の地震発生の翌日 15
日から調査を開始し，14 の大学・機関，23
名の合同により，一連の熊本地震の地表地

震断層全体の分布，変位量を明らかにした。

その結果の概要は以下の通りである。  
(1)  地 表 地 震 断 層 の 長 さ は 少 な く と も

31km であり，阿蘇カルデラ北部の異常変形

までを含めると，長さ 40km に達する。  
(2)  今回の活動は，これまで知られていた

布田川－日奈久断層帯北東部と出ノ口（い

でのくち）断層に概ね沿って生じており，

これらの断層の再活動であるとみなせる。

いくつかの地域では，従来知られていない

範囲にトレースが延びる。また，いくつか

の 地 点 で は ， 一 般 走 向 に 対 し て 共 役 な

N60°-70°W の走向のトレースも認められる

（図 6）。  
(3)  布田川断層沿いの地表地震断層の変位

は，全体として右横ずれ変位が卓越する（図

7）。  本震の震央から約 8km 北東に離れた

付近から大きくなる。並走する断層の変位

量を累積した変位量の合計は概ね 100cm 以

上となり，最大変位量は 250cm に達する。

上下変位は，西原村より南部では南西側上

がり，西原村より北部では北東側上がりと

なる。上下変位は概ね 100cm 以下である。 
(4)  出ノ口断層は，南西側上がりの上下変

位が卓越し，一部で左横ずれ変位が認めら

れる。上下変位は平均 100cm 程度で最大

図 4 本研究で設置した GNSS 連続観測点

（丸），九大・京大・鹿大（三角），GEONET

（ 黒四 角 ） と 気 象庁 （ 灰 色 四 角） の GNSS

連続観測点の配置を示す。星印は本震の震

央位置を示す。  

図 5 本震後の観測点位置の変化。上段（ FUTO，

EZU）は地震断層北西側に設置された観測点で

あり，下段（ NNTK，MIFN）は南東側に設置さ

れた観測点である。  

―77―



200cm に達する。  
(5)  14 日の地震では日奈久 -布田川断層帯の

一部で地表地震断層が生じ，16 日の地震に

伴い，同じ線上で 14 日の地震後の変位より

大きい変位が生じた。  
 

大学合同地震断層調査グループ：後藤秀昭， 
中田  高，石黒聡士，石村大輔，石山達也，

岡    田真介，楮原京子，柏原真太郎，

金田平太郎，杉戸信彦，鈴木康弘，竹竝大

士，田中 圭，田中知季，堤  浩之，遠田晋

次，廣内大助，松多信尚，箕田友和，森木

ひかる，吉田春香，渡辺満久，津村駿斗  

 
 

図６ 熊本地震に伴う地表地震断層のトレース

図７ 日奈久－布田川断層帯に沿った右横ずれ変位  
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4.災害調査・強震動観測による強震動発

生特性調査 

 

4.1 強震動から推定した震源破壊過程  

 
東京大学地震研究所のグループは，震源モ

デルの推定と特定の地域に集中した強震動分

布の成因を推定した。 2016 年 4 月 14 日から

16 日にかけて発生した M J M A 6.5,  6.4 および

7.3 の地震を中心とする熊本地震では ,熊本県

益城町や熊本県西原村で震度 7 が複数回観測

され ,大きな被害をもたらした。こうした震源

近傍の強地震動や ,それに伴う被害の解釈に

は震源過程解析を行うことが不可欠であるの

で ,強震 ,遠地 ,測地データを用いたジョイント

インバージョンを行った。断層モデルの構築

に あ た っ て は , 地 表 地 震 断 層 位 置 , 余 震 分

布 ,SAR 解析結果などを考慮に入れると ,4 月

15 日の地震を除いて単純な１枚の平面で表

現することが難しいため ,日奈久・布田川断層

帯の接合部および阿蘇カルデラ内で分割して

複数のセグメントで表現した。インバージョ

ンの結果によれば ,3 地震の同じ断層面上のす

べり分布はほぼ相補的であった。また ,震度 7
の強震動を起こした 4 月 14 日と 16 日の地震

では ,どちらも主な断層破壊がやや深い破壊

開始点から震度 7 の地点に向かって ,北東方

向上向きに伝播していたことがわかった。  
また，集中した強震動分布の成因について

は，以下が考えられる。たとえば 4 月 16 日の

地震は実質的な断層長さが 40～ 50 km あり ,
破壊開始点は南西端に近い地点にあるので ,
横ずれ断層地震のディレクティビティ効果に

よって兵庫県南部地震並みの長い強震動分布

が ,断層破壊の進展した北東方向に現れるは

ずだが ,実際の強震動分布は益城町と西原村

の周辺に集中したものであった。また ,ディレ

クティビティ効果による速度パルスもこの集

中した強震動分布の中にしか現れなかった。

この矛盾の原因を上記のインバージョン結果

から推定すると ,今回の地震の断層破壊では

北東方向の横向き伝播だけではなく ,やや深

い破壊開始点から上向きに伝播する成分が大

きいことが影響したと考えられる。その結果 ,
強震動分布は地表面で打ち切られ ,破壊開始

点からこの打ち切り点までが強震動域となっ  
た。4 月 14 日の地震も規模は小さいが同様の

現象が起きたと見られる。  

一方，京都大学防災研究所のグループは， 

強震波形記録を用いて 4 月 14 日 21 時 26 分の

地震と 4 月 16 日 1 時 25 分の地震の震源破壊

過程を推定した  (Asano and Iwata ,  2016)。解

析方法はマルチタイムウィンドウ線形波形イ

ンバージョン法（ Hartzel l  and Heaton,  1983）
を 用い ,強震 波 形記 録 （ K-NET,KiK-net ,F-net ,
気 象 庁 ） に 適 用 し た 。 時 空 間 の 平 滑 化 は

Sekiguchi  et  al .  (2000)に従い ,平滑化の強さと

第 1 タイムウィンドウフロントの伝播速度は

ABIC 最小規準によって決定した。 4 月 14 日

21 時 26 分の地震は ,地震直後の余震分布及び

防災科学技術研究所 F-net のモーメントテン

ソル解の情報から ,日奈久断層帯北端部付近

でのほぼ鉛直の断層面（走向 212 度 ,傾斜 89
度 ,長さ 14 km,幅 13 km）を仮定し ,13 地点の

強震記録から得られた速度波形 3 成分（ 0.05–
1 Hz）を解析した。深さ 11.4 km の破壊開始

点付近にすべりの大きな領域が見られたほか ,
北東側のやや浅い部分（深さ 5 km 程度）に

もすべりの大きな領域がみられた（図 8）。  

 
地震モーメントは 2.04×101 8  Nm（ Mw6.1） ,
平均すべり量 0.36 m,最大すべり量 1.2 m であ

り ,右横ずれのすべりが主であった。最適な第

図 8 （上）4 月 16 日 1 時 25 分の地震（ Mw7.0）
の最終すべり分布。  

（左下） 4 月 14 日 21 時 26 分の地震（青）

と 4 月 16 日 1 時 25 分の地震（赤）の断層面

の位置及び 24 時間以内の余震の震央。  
（右下）4 月 14 日 21 時 26 分の地震（ Mw6.1）

の最終すべり分布。  
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1 タ イ ム ウ ィ ン ド ウ フ ロ ン ト の 伝 播 速 度 は

2.2 km/s と推定された。なお ,すべり分布と直

後 の 余 震 分 布 の 関 係 は 相 補 的 で あ る と と も

に ,1999 年から 2000 年のまとまった地震活

動もすべりの大きな領域の外側に震源が集中

している。  
4 月 16 日 1 時 25 分の地震については ,余震

の空間分布や現地調査チームにより報告され

ている布田川断層帯から日奈久断層帯北部に

かけての地 表地震断 層 の 情報を考 慮し ,日奈

久断層帯北部（走向 205 度 ,傾斜 72 度 ,長さ 14 
km,幅 18 km）と布田川断層帯（走向 235 度 ,
傾斜 65 度 ,長さ 28 km,幅 18 km）に沿った 2
枚の断層面からなるモデルを設定し ,15 地点

の 強 震 記 録 か ら 得 ら れ た 速 度 波 形 3 成 分

（ 0.05–0.5 Hz）を解析した。破壊は日奈久断

層帯北部の 深部から 開 始し ,布 田川断層 帯に

移った破壊は断層深部から北東にユニラテラ

ルに伝播しつつ ,浅い方向へ広がっていった。

布田川断層帯の延長にある阿蘇カルデラ西部

で破壊は停止した。最大すべりを伴うサブ断

層の深さは約 8～ 10 km であり ,モーメントテ

ンソル解のセントロイドが深めに決まってい

ることとも調和的である。地表に最も近いサ

ブ断層のすべり量は 1～ 3 m 程度である。地

震モーメントは 4.50×101 9 Nm（ Mw7.0）,平均

すべり量 1.9 m,最大すべり量 5.1 m であった。

最適な第 1 タイムウィンドウフロントの伝播

速度は 2.4 km/s である。以上のことから ,日奈

久断層帯北部での前震活動を伴い ,Mw7.0 の

地震時には日奈久断層帯北部から布田川断層

帯にかけて ,連続的に破壊が伝播した。断層面

の傾斜が異なることから明らかなように ,4 月

14 日と 16 日の地震は近接した異なる断層面

を破壊したものと考えられる。  
 

余震の強震動観測と微動観測

東 京 工 業 大 学 や 東 京 大 学 地 震 研 究 所 な ど

のグループは， 年熊本地震の余震による

強震動を観測することを目的として， 年

月 日から順次，臨時強震観測点の設置を

開始し，図 の各点でおよそ 週間から か

月の余震観測を実施した（一部では観測を継

続）．おもに被害が甚大であった地域を中心に

観測を行い，益城町には 点（図 の上図），

西原村では 点，阿蘇市と南阿蘇村には 点，

熊本市から宇土市にかけて 点設置した．得

られた強震観測記録には， が 以上の余震，

計測震度 程度の記録が含まれている．益城

町では，図 に示すように地震動の空間的な

変動が著しく，被害の大きい地点で加速度振

幅も大きい．

図 には， （基準点とした）と各点

で観測記録から計算された計測震度の差も示

されている． 被害が大きい地域では，震度差

が ～ と大きくなっている。

西原村では，本震を記録した西原村役場，

布田地区，大切畑地区や断層の南側にも設置

した．それらの記録の変化は大きく，西原村

役場では周期 秒程度で卓越した地震動を

観測し，被害が甚大であった大切畑では非常

に大きな短周期の地震動が観測された．南阿

蘇村では被害が甚大であった河陽地区や立野

地区に設置し，河陽地区における余震による

地震動が，周辺に比べても大きいことがわか

った．

熊本市では，南北と東西方向に観測線を設

置した．熊本市の中心部の余震記録は，継続

時間が長く長周期地震動が卓越している．臨

時強震観測点のほぼすべての地点で微動アレ

イ探査を実施しており，地盤モデルを推定し

図 9  臨時強震観測点の位置（上の▲，下の●）  
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た後に，地盤震動特性について検討する予定

である．

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
一方，九州大学などのグループは，熊本県

上益城郡益城町下陳地区を対象に ,2016 年熊

本地震により生じた地表地震断層近傍におけ

る建物の被 害状況を 調 査するとと もに ,地表

地震断層をまたぐ約 3 km の南北方向の直線

上に 5 点の余震観測点を 0.5～ 1.1 km の間隔

で設置し（図 11） ,余震記録を用いて被害と

の関係について考察した。  
余震観測は ,過減衰型加速計（（株）ミツト

ヨ製 , JEP-6A3,観測点 3 のみ 5V/G,他は 2V/G）

とデータロガー（白山工業（株）製 ,LS-8800,
分解能 24 bit  A/D）を用いて実施した。サン

プリング周波数は 100 Hz とし ,0 .1～ 40 Hz が

平坦となるような総合特性を有する。すべて

の地点にお いて建物 の コンクリー ト基礎に ,
磁北を基準として機器を接着剤で固定した。

また ,GPS の刻時信号を 6 時間毎に受信するこ

とで記録の同期を確保している。電源には小

型のバッテリーを使用し ,観測期間は 2016 年

4 月 23 日もしくは 24 日からの約 2 週間であ

り ,その間連続観測を行った。観測点周辺の被

害状況は以下の通りである。  
・ 観測点 1 は畑が広がる平坦な地域にあり ,
標高は観測点 2～ 4 と比較して高い。周辺には

地震計を設置した JA 上益城以外の建物はほ

とんどないが ,その建物に被害はない。  
・ 観測点 2はグラウンドの倉庫の脇であり ,
近傍に住 宅は なく ,倉庫 やトイレ など の建物

に被害はない。ただし ,観測点 3との間で ,住宅

の屋根瓦の落下や外壁の損傷などの被害が見

られた。  
・ 観測点 3は上陳地区の小学校の体育館の脇

であり ,地震 計を 設置し た体育館 の外 壁の一

部には損傷が見られ ,校内にある石像の損傷 ,
転倒も見られた。また ,近傍に全壊した木造住

宅も見ら れ ,今回 設置し た観測点 の中 では最

も被害が大きい。  
・ 観測点 4は下陳地区の中心に位置する。観

測点近傍 の地 表断層 直 上の住宅 で ,梁の 破断

や建物の 傾斜 は見ら れ るが ,倒壊に 至っ た住

宅はない。  
・ 観測点 5の標高は最も高く ,周辺に建物は

少ない。観測点を設置した非常に古い木造住

宅には被害は見られない。  
余震観測の結果 ,観測期間内に発生し ,いず

れかの余震観測点で地震動が記録された地震

の 内 ,KiK-net益 城 で も 観 測 さ れ た Mj3.5以 上

の地震は 26地震であった（図 12）。観測され

た 記 録 を 用 い て KiK-net益 城 観 測 点 に 対 す る

フーリエ スペ クトル 比 ,および計 測震 度差を

算定した結果（ 図 13） ,観測点 1と観測 点 3は
KiK-net益 城観測点 と同 程度で ,観 測点 2,観測

点 4お よび 観 測点 5は KiK-net益 城 よ り も 小 さ

く ,被 害の関 係と 定性的 に対応す るこ とを確

認した。  
本震の震源断層面が北に傾斜しているこ

とを踏まえると ,観測点 3 の方が観測点 4 や観

測点 5 よりも震源断層面に近い可能性が考え

られる。また ,本震時には地盤の非線形化の影

響も考えられることから ,本震時の揺れの違

いの定量的な評価のために ,震源の影響の精

査ならびに微動アレイ探査や単点微動観測等

による地盤震動特性評価を実施する予定であ

る。  
  

図 10 益城町で観測された地震動記録の
例（上： 19/APR/2016,  M5.0,H11km の地震）
と MK06 との計測震度の差（下）  

 
分．  
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5. 土砂災害及び地すべり発生機構調査 

 

5.1 平成 28 年熊本地震による地すべり

災害：初動調査と発生機構 

 

(1)はじめに 

 

平成 28 年 4 月 14 日 21:26 に MJMA=6.5,深さ

11 km,28 時間後の 4 月 16 日早朝 1:25 に MJMA

＝ 7.3,深さ 12 km の直下型地震が熊本県益城

町付近で発生した。いずれも最大震度７を記

録し,最大地表加速度(PGA)はそれぞれ 1,580 

gal, 1,362 gal を記録した。これら前震,本

震の直接被害による死者は 49 名,うち 9 名が

地すべりによるものである。（公社）日本地す

べり学会では ,この地震による斜面災害の発

生状況と被害実態を把握するため ,初動調査

を平成 28 年 4 月 17 日から 19 日にかけて実施

した。なお,この調査は新潟大学,防災科学技

術研究所および国際斜面災害研究機構の初動

調査の一部としても実施した。 

 

(2)地すべり分布図とタイプ 

 

前 震 直 後 に ア ジ ア 航 測 ㈱ 等 が 市 内 及 び 斜

面の写真撮影を行ったが ,地すべりは極めて

限定的であった。しかし 4 月 16 日の本震によ

り,多数の地すべりが群発した。4 月 18 日に

朝日新聞社および読売新聞社のヘリにより上

空から地すべりの発生状況について観察した。

地すべりは３種に分類される。（ア）急崖の尾

根付近で多発した地すべり（表層ないし少し

深い斜面崩壊）：強震動が地形効果でさらに増

幅されたために発生した崩壊が特にカルデラ

の縁で多数見られる(図 1)。（イ）緩傾斜斜面

で流動性の高い地すべり：高野台の斜面で複

数発生した地すべりが典型で,10 度未満の緩

傾斜で発生し,長距離流動した（図 2）。（ウ）

崩壊誘起土石流：地震中も先行降雨も無かっ

たが烏帽子岳西側斜面では崩壊が多発し土石

流が多発し大半は斜面上で止まったが ,山王

谷川下流では流路を溢れた(図 3)。なお,益城

町 の 南 方 に 拡 が る 山 地 ,お よ び 平 成 24 年

（2012 年）7 月豪雨により流動性崩壊が群発

した阿蘇カルデラの北西の縁では今回の地震

により誘発された地すべりは見られなかった。 

 

 

 

図 11 余震観測点の分布（地理院地図 1）に加筆）

図 12  観 測 さ れ た 余 震 の 震 央 （ 震 源 位 置 は

Hi-net2） ,断層面は国土地理院 3)による  

図 13 KiK-net 益城に対するフーリエス

ペクトル比と計測震度差  
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メカニズム

阿 蘇 大 橋 地 す べ り の 末 端 付 近 の 土 砂 お よ

び 高野台地区の流動性地すべりの土砂を採

取した。どちらも褐色の火山起源の土砂が卓

越している。 線回折 ではハロイサイト

が卓越しているが 高野台試料にはカオリナ

イト類も含まれていた。また強熱減量解析に

よると腐植土起源と考えられる有機物をそれ

ぞれ 含んでいることもわかった。現

場一面せん断試験機を 用いて

の低応力下で飽和定体積一面せん断試験を実

施 し た と こ ろ 両 試 料 と も に

を示し 最小で 度の低い見かけ

の摩擦角を示した。これは非排水条件下で過

剰間隙水圧が発生しうることを示す。試験後

の含水比はそれぞれ と異常に大きく

乾燥密度も低い。高野台のクロボク試料も含

水比は を超え定体積一面せん断試験では同

様の低い見かけの摩擦角を示した。低い密度

高い含水比と保水能力 その結果としてせん

断時に発生する過剰間隙水圧が地震時に地す

べりを発生させる要因のひとつとなったと考

えられる。

写真１ 阿蘇大橋の地すべり（朝日新聞社機より

福岡が撮影）

写真 高野台地区の流動性の高い地すべり（読

売新聞社機より福岡が撮影）

 
写真 烏帽子岳西側渓流の土石流（読売新聞社

機より福岡が撮影）

解析に基づく斜面変動の発生要

因の分析

 
地形・地質条件を考慮した有限要素法によ

る地震応答解析（若井， 2008）を行い，斜面

変動の発生要因の分析を試みる。解析対象と

したのは，阿蘇大橋周辺の外輪山を含む 2～
3km 四方の領域である。同地域は阿蘇山に由

来する火山灰ならびに火山岩類等が堆積した

地域であり，これらの材料パラメータの決定

にあたっては，既往の類似した地質を対象と

した解析事例（北村， 2014）などを参考にし

た。図 14 は解析対象とした領域の 3 次元有限

要素モデル（ 20 節点アイソパラメトリック要

素，減退積分），図 15 は入力地震動波形（水

平 2 成分のみ）である。地震波形は，防災科

学技術研究所の強震観測網 kik-net の益城観

測所で観測された基盤波形データを使用させ

ていただいた。解析において，土および岩の

材料構成則には，せん断強度と動的変形特性

を考慮しうる UW モデル（ Wakai ,  2004）を採

用した。簡単化のため，有限要素モデルにお

け る 地 下 構 造 は ， 深 部 か ら 表 層 に 向 か っ て

徐々に風化が進行して剛性ならびに強度が小

さくなるような 4 層構造からなる地層モデル

を仮定した。  
地震応答解析の結果の一例として，地震後

の地表面の残留変位量（ただし 3 成分の絶対

値ノルム）の分布を図 16 に示す。同図には，

実際に斜面崩壊が発生した箇所も灰色で描い

てある。最も大きな崩壊箇所が阿蘇大橋の直

上の大規模崩壊である。解析結果において地

表面の残留変位が大きな箇所は，地震動によ

る繰返し載荷が斜面内の塑性化をより進行さ

せた部位であると考えられ，斜面内の土のせ
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ん断破壊の程度と密接な関わりがあると考え

られる。こうした予測される残留変位の大き

な箇所と実際に崩壊が発生した斜面の源頭部

との相関性の有無について今後検討を進める

必要がある。  

 
図 14 有限要素メッシュ  

 

図 15 入力地震動波形  

 
 
 
 
 

熊本市内では,リアルタイム地震被害推定

システムによる全壊棟数が多く出ている地域

を対象に,熊本市内の3地区についてそれぞれ

4メッシュの計12メッシュのうち,被害があっ

た建物のみ調査を行った。いずれの調査も,

外観目視法によるものである。 

今回の調査では,岡田・高井 1)2)の破壊パタ

ーンに基づき,建物被害を評価した。D0からD6

までの7段階評価で,D4以上が自治体罹災証明

の全壊に相当する。以下に ,今回の調査で得ら

れた結果をまとめる。 

・益城町役場周辺では ,新耐震基準（ 1981年以

降の建築）の建物でも ,全壊（ D4,D5）が出

ている。建物構造別では ,全壊（ D4,D5）の

多くは ,木造建物である。一方 ,辻の城公園

周辺では ,それほど大きな被害は見られな

かった。  

・リアルタイム地震被害推定システムは ,益城

町においては被害分布をある程度正しく推

定できているが ,熊本市内を含めた全体で

は全壊棟数を過大評価している。  
 

本調査研究は ,以下のメンバーにより実施

された：佐伯琢磨 *・中村洋光 *・高橋郁夫 *・
内山庄一郎 *・内藤昌平 *・はお憲生 *・大井昌

弘 *（ * 国立研究開発法人 防災科学技術研究

所）  

 

 

 

図 16 解析結果（地震後の残留変位）  

 

6. 社会素因による被災救援,地域社会に

係る影響調査 

 

6.1 平成28年熊本地震における特定メッ 

シュの建物悉皆調査 

 
強震計ネットワークを活用したリアルタ

イム被害推定の効果の実証的検討を行うため,

益城町では,熊本地震で計測震度記録が得ら

れている益城町役場周辺2メッシュ（1メッシ

ュは,約 250m四方）および辻の城公園周辺1メ

ッシュの計3メッシュを対象とし,当該メッシ

ュに含まれる全建物について被害状況（全壊,

半壊,一部損壊,無被害）の調査を行った（図

17）。  

 
 

図 17  リ ア ル タ イ ム 地 震 被 害 推 定 シ

ス テ ム に よ る 本 震 の 全 壊 棟 数 推 定 結

果（上）および今回の調査概要（下）
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6.2 平成28年熊本地震に複合広域災害の

影響を学ぶ 

 

(1) はじめに  

 

熊本地震においては ,2度の大きなゆれによ

って甚大な被害が発生した。特に熊本県にお

いては,30市町村が関わる災害となり,政令市,

地方中心都市,中山間地域へと多方面に影響 

が及んだ。余震の発生回数が多いことが,その

後の被災者の行動を特徴づけた。震度1以上の

余震回数が,7月 26日に発災後はじめて０とな

り ,余 震 恐 怖 に よ る 避 難 は 落 ち 着 き を 見 せ て

いる。しかし,避難所の避難者数は未だ1800人

を 超 え て お り ,避 難 所 解 消 の 目 途 は 具 体 的 に

はなっていない。今後の広域複合災害への教

訓 と 対 策 を 考 察 す る こ と を 目 的 と し ,避 難 行

動を中心とした被災者の実態を明らかにする。 

 

(2) 直接被害が地域社会に与えた影響 

 

震度 5 強以上見舞われた市町村は,4 月 14

日地震では熊本県 14 市町村,16 日地震では熊

本県 30 市町村,大分県では 6 市町,その他,福

岡県 ,佐賀県 ,長崎県 ,宮崎県とその影響は広

範囲にわたった。最も被害が甚大であった熊

本 県 に お い て ,影 響 を 受 け た 地 域 は ,政 令 市

（熊本市）,地方中心都市（例：宇城市,菊池

市）,中山間地域（例：南阿蘇村）と多方面に

及んだ。 

熊本市においては ,ＲＣ造建築物の倒壊を

含む建物被害が 84,000 棟 (図 18)を超えた。

最大で 32 万戸が断水する等,対応すべき対象

被災が圧倒的な数に及んだ。住宅の擁壁被害

による交通への影響 ,大手製造工場被災によ

るサプライチェーンへの波及 ,文化財である

熊本城への爪痕等 ,複合的な被害が影響を与

える「都市型災害」として位置づけられる。 

宇城市おいては 7,000 棟超,菊池市におい

ては 3,000 棟弱の建物が被害を受け,その影

響は少なくないものであったが ,断層近傍エ

リアの被災とそれ以外のエリアの差異も大き

く,同一市町村界においても,被害の発生はま

だらとなった。これらの地域は人口 5 万人を

超える「地方中心都市」と位置付けられる地

域である。 

 

 

図 18 熊本県市町村における住家被害 

（り災証明書交付件数に基づく。8 月 9 日現

在）（熊本県,2016）   

 

南阿蘇村においては ,大規模な土砂災害が

発生した。福岡(2016)によれば,前震では土砂

災害の箇所数,規模ともに限定的であったが,

本震により震源断層直上に集中して発生した。

ゆれによる土砂災害の発生は中山間地域にお

ける地震災害の特徴である。 

 

(3) 被災救援に与えた影響 

 

地震や土砂災害等 ,災害の直接的な影響で

の死者は 49 名に上った（表１）(内閣府,2016)。

そのうち,家屋倒壊による死者は 37 名,土砂

災害による死者は 9 名,火災他の要因による

ものが 3 名となった。2 度にわたる大きなゆ

れにより発生した「建物被害による死者発生

の事実」を鑑みると,今後の防災対策には,地

震発生後の空地(くうち)避難の必要性の認識

向上 ,余震の見通し情報の災害対応活動への

活かし方等の検討,の必要性が想定される。 

 

表 1. 直接死の発生と死因 

 

 
熊本県においては,直後には 18 万超（4 月

17 日 183,882 人）,1 か月後においても 1 万人
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超（ 月 日 人）が避難生活を送っ

た。避難所避難のみならず。車中泊や軒先避

難のような多様な避難形態が見られ 地域特

性と余震の多さと大きさが影響を与えている

と考えられる。 か月後には 千人（ 月

日 人） か月後には 千人弱（ 月

日 人）と余震が収まるにつれ 避難者も

減少した。しかし ほぼ か月たった 月

日現在でも 人が避難所で避難生活をお

くっている 図 。なお 本分析における避

難者にかかるデータのうち 月 日から

月 日までは朝夕 回にわたって避難者数が

報告されていたことから 図 の作成にあた

っては それぞれの平均値を当該日の避難者

数として位置づけている。

 

図 熊本県避難者数の推移と余震発生回数

熊本県 気象庁

避難所における被災者の実態

現 在 も 避 難 所 で 生 活 を 続 け る 被 災 者 の 実

態解明のためのデータ整理ならびに分析を実

施した。最も被害の密度が濃く 町全体が被災

を し た 益 城 町 に お け る 最 大 の 避 難 所 で あ る

「益城町総合体育館」を事例として実施した。

なお 本データの整理ならびに分析は 益城町

避難所 （プロジェクトチーム） 福岡県応

援職員 生活再建支援連携体が共働で実施し

たものである。

第 クール（ 月 日～ 月 日）の食事

券配布状況（ 月 日現在）から 避難者

名（未整理 人）うち 益城町民である避難者

は 人（ 世帯） それ以外の避難者

人であった。 歳代が全体の 歳代

が で 歳以上で全体の を占める

図 。

 
図 避難者における年齢分布

避難者における住家の被害割合を見ると

全壊・大規模半壊世帯が 半壊が

一 部 損 壊 が り 災 証 明 書 未 受 取 り が

であった。全体の 割を全壊・大規模半

壊世帯が占めており 居宅の被災程度が重篤

な被災者の避難所滞在率が多いことがわかっ

た。一方 一部損壊であっても未だに避難を続

けている世帯があり その理由を知ることも

併せて必要であることがわかった。また そも

そもり災証明書を受け取っておらず 居宅の

被害程度が確定できていない人が ％超も

いることが明らかとなった 図 。被災者の

生活再建の歩を進めるためにも 早い段階で

の居宅の被災程度の確認ならびにり災証明書

発行が必要であることが明らかとなった。

避難している 世帯において 「生活再

建支援金」の申込みは 全壊・大規模半壊世帯

が基礎支援金に対し「申込み済み」であ

り 第一次的な支援が進んでいることがわか

った。一方 加算支援金（今後の再建方針決定

済み）申し込みは に留まっており 生活

再建目途が立っていない避難者がほとんどで

あることがわかった 図 。

図 避難世帯における居宅の被害状況
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図 生活再建支援金の申し込み状況

 

図 避難世帯における生活再建意向

生活再建のめどは立っているか 直接避難

者に尋ねたところ 修理または建て替えを希

望している世帯が最も多かった（ ）。イ

ンフラが戻れば帰宅 町外に移転予定という

ある程度目途を持った被災世帯がいることが

わかった。しかし最も多かったのは 再建の意

向を未決定または未確認の世帯であり 全体

の を占めた。また 近隣避難所に移動希

望を持っている世帯もいることがわかった

図 。

生活再建支援金の加算支援金の申し込みが

少ない現状についてふまえた上で 被災世帯

の再建意向の構築への支援を重点的に実施す

る必要性あることがわかった。同時に「再建

目途の構築」に障がいとなっている事項の洗

い出しが必要であることが明らかになった。

今後に向けて

熊本地震は 熊本県において二桁を超える

自治体に対し 被害を発生させた。一方 それ

らの自治体の地域特性は一様ではなく 都市

部から中山間地域まで 影響が広がっている。

南海トラフの巨大地震のように今後広域かつ

複合的に被害が発生することが予測されてい

る災害への教訓を大いに学ぶべき災害である

と位置づけられる。  
現 在 の 継 続 す る 避 難 生 活 か ら 仮 住 ま い 生

活への移行 復興の様子等を 社会素因による

被災救援 地域社会に係る影響の観点から引

き続き 調査・分析し 今後の対応に活かすこ

とが必要である。

本調査研究は 以下のメンバーにより実施さ

れた：田村圭子 木村玲欧 井ノ口宗成

（ 新潟大学 危機管理本部危機管理室

兵庫県立大学 大学院環境人間学研究科

静岡大学 情報学部 行動情報学科）

熊本地震における深部静脈血栓症（エ

コノミークラス症候群）の発生状況と医

療活動の調査

はじめに

車中泊が 5 万人ともいわれた新潟県中越地

震では発災後 2 週間以内に少なくとも肺塞栓

症（ＰＥ）が 10 人（内 5 人が死亡）と報告さ

れている。家屋の倒壊での直接的な圧死をの

ぞけば ,肺塞栓症（エコノミークラス症候群）

による死亡は ,震災関連死の死因の内 ,最多で

あると思われる。よって車中泊が多いとされ

る熊本地震においても深部静脈血栓症（ＤＶ

Ｔ）から致命的な肺塞栓症の発生が危惧され

る。  

目的

 
熊 本 地 震 に お け る 深 部 静 脈 血 栓 症 に 対 す

る医療活動 について 調 査を行い ,熊本地 震に

おける深部静脈血栓症の発生状況と問題点に

ついて明らかにすることを目的として本研究

調査を行った。  
 

方法

熊本地震が発災した平成 28 年 4 月 14 日（ M6.5,
最大震度７）から平成 28 年 6 月 13 日までに

熊本において発生した入院を必要とした「エ
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コノミークラス症候群」の発生数とその継時

的発生数 ,予防 ,啓発活動の開始時期とその予

防効果について検討した。

 

結果

 
発 災 当 初 よ り 各 避 難 所 で は エ コ ノ ミ ー ク

ラス症候群 の注意喚 起 ,弾性ストッ キングの

配布等がおこなわれていたとのことであった

が ,車中泊被災者は避難所に訪れていない場  
合が多く ,その予防活動は限定的であった。実

際には発災後 ,特に 4 月１ 6 日におきた本震

（ M7.3,最大震度７）の地震により車中泊は著

増したものと考えられる（図 24）。  
 
 
 
 
 

 
 
図 24 
 

熊 本 地 震 に お い て エ コ ノ ミ ー ク ラ ス 症 候

群の原因となる深部静脈血栓症（ＤＶＴ）に

対する組織的な活動が始まったのは ,震災後 5
日目の 4 月 19 日からであった。日本循環器学

会等が協力学会となって熊本地震血栓症予防

プロジェクト（ＫＥＥＰ progect）により ,被害

の大きかった益城町を中心に第一次スクリー

ニングで 17 日間 ,延べ 65 か所で 2023 名 ,第二

次スクリーニングが 23 日間 ,延べ 38 か所３７

２ 名 に 下 肢 超 音 波 エ コ ー が お こ な わ れ た 。

一次スクリーニングでは 2023 名中 185 名

（ 9.1％）にＤＶＴを認めた。また検診ではＤ

ＶＴ予防の啓発活動（図 25） ,  既往症や生活

状況のアンケートも行われた。  
統計学的解析の結果 ,地震後眠剤使用 ,年齢

（ 70 歳以上） ,下肢腫脹がＤＶＴの危険因子

であった。ＤＶＴと診断された患者は ,地域の

病院に受診 をするよ う 勧め ,必 要であれ ば抗

凝固剤などの内服加療が行われた。熊本県庁  

のまとめによると入院を必要としたエコノミ

ークラス症候群は 51名でそのうち車中泊は 42
名であった。そのピークは本震の翌日である

17日であり ,その後 ,徐々に減少した（図 26）。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 25 
 

図 26 

考察

 
図 26 に示すようにエコノミークラス症候

群での入院 数はＫ ＥＥ Ｐ project の 活動が開

始される前にピークがありより早期に行われ

ることが望まれる。しかしながら 5 月 15 日以

降は入院を必要としたエコノミークラス症候

群の患者は 認めず ,血栓 予防プロジ ェクトが

その発生を予防したのではないかと考えられ

た。ＤＶＴの危険因子としては高齢 ,眠剤使用 ,
下肢腫脹であった。眠剤による活動性の低下

がＤＶＴの原因となった可能性がある。  

結語

阪 神淡 路大 震災 ,東 北大震 災と いう 巨大 災

害を経験し ,震災に対する 等の災害支援

体制 予想される深部静脈血栓症（エコノミー

クラス症候群）への対策は以前よりも早期に

かつ組織的に行われるようになってきている。

得られた教訓をもとにさらなる円滑な防災と

医療体制の整備が今後も必要である。  

本調査は 前原喜彦 赤星朋比古（いずれも
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九州大学消化器・総合外科）によって実施さ

れた。

おわりに

本 震 発 生 直 後 か ら 実 施 し た 変 動 地 形 学 的

調査や GNSS 等による地殻変動観測 ,余震観

測 ,強震動観測などから ,2016 年熊本地震を引

き起こした地表地震断層および地下の震源断

層の特徴が明らかになった。いずれの調査観

測結果も熊本地震が布田川・日奈久断層帯の

右横ずれ運動によって発生したことを示して

いるが ,詳細に見ると ,推定される断層は調査

手法によっ て異なっ て おり ,複 数の断層 面と

複雑な断層形状を持つ活動であることが明ら

かになった。今後は ,これらの結果を統合的に

説明する震 源モデル を 考えるとと もに ,熊本

地震の地震学的な全体像を明らかにする必要

がある。  
地震災害 に関して は ,建物被害や 斜面崩壊

の実態が明らかにされ ,それらの地盤・地層構

造および地震応答等との関係について検討が

行われたが ,解析をさらに進め ,これらの発生

要因の詳細を明らかにする必要がある。また ,
災害情報や 災害過程 ,被 災救援など について

の調査研究 が行われ ,広 域複合災害 について

多くの教訓 を得たが ,引 き続き社会 素因によ

る被災救援 ,地域 社会に 係る影響の 観点から

調査・分析を進め ,今後の復興や将来の地震災

害対応に活 かすこと が 必要である 。 さらに ,
避難時の車中泊などによるエコノミークラス

症候群の調 査が実施 さ れ ,熊本 地震血栓 症予

防プロジェクトの有効性と早期対応の必要性

が確認され たことも ,今 後の対応に 活かされ

るべきである。  
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